
















































炭鉱の閉山費用と閉山交付金を比較することで，この点を検討した。それによれば，1960 ～ 66 年
には閉山費用総額が 1,130 億円に対して閉山交付金が 300 億円，1960 年代後半には平均生産量トン



















　本稿では，閉山が集中した 1960 ～ 80 年代の北海道における炭鉱の閉山に注目する。その理由
は，資料上の制約にくわえ，生産規模・閉山時期の両面で交付金を受給可能な条件を備えていた炭













　次頁表 1は，1955 ～ 80 年度の石炭生産量，炭鉱労働者数，閉山炭鉱数，閉山炭鉱の労働者数，
補償金額（買収金額と交付金額の合計，および離職金）をまとめたものである。閉山炭鉱数は合計













2次政策（65 ～ 66 年度）を策定し，炭価引上げによって残存炭鉱の経営状況を改善しようとした。
60 年代以降の設備近代化の効果もあり，65 ～ 66 年度の生産量はほぼ横ばいにとどまったものの，
炭価引上げが残存炭鉱の経営状況を改善するには至らなかった。
　67 年度から開始された第 3次政策以降，政府の石炭政策の方針は，生産量の維持よりも炭鉱を
経営する企業の救済へとシフトしていった。第 3次政策（67 ～ 68 年度），第 4次政策（69 ～ 72 年



























1955 42,515 287,546 ― ― ― ― ―
1956 48,281 297,029 49 4,686 991 44 1,035
1957 52,255 308,841 53 7,963 1,968 80 2,048
1958 48,489 293,830 35 4,711 967 75 1,042
1959 47,886 263,866 60 7,642 1,781 64 1,845
1960 52,607 238,274 13 4,066 789 64 853
1961 55,413 205,311 41 6,941 1,339 77 1,416
1962 53,587 164,926 111 16,664 4,309 109 4,418
1963 51,099 127,957 132 18,674 5,734 893 6,627
1964 50,774 117,285 77 16,759 6,300 555 6,855
1965 50,113 111,360 65 16,798 6,412 497 6,909
1966 50,554 104,359 43 8,031 5,870 438 6,308
1967 47,057 90,225 49 11,244 12,856 529 13,385
1968 46,282 80,703 23 7,717 7,761 327 8,088
1969 43,580 60,144 49 15,787 31,828 870 32,698
1970 38,329 50,262 36 17,198 33,953 855 34,808
1971 31,728 39,545 15 10,934 23,271 726 23,997
1972 26,979 30,915 24 8,600 13,653 548 14,201
1973 20,933 24,579 16 5,784 17,526 507 18,033
1974 20,292 24,274 1 227 536 82 618
1975 18,597 23,441 2 1,037 4,700 87 4,787
1976 18,325 22,424 3 642 1,112 120 1,232
1977 18,571 22,044 1 643 600 139 739
1978 18,550 21,143 2 702 3,043 48 3,091
1979 17,760 19,825 0 0 0 0 0
1980 18,095 18,228 2 698 2,126 6 2,132









ら，第 5次政策と第 6次政策（76 ～ 81 年度）の期間の石炭生産量は漸減～横ばいで推移した。ま

















600 円（租鉱権炭鉱は 400 円）と労働者の平均賃金 30 日分の合計額であり（表 2）（8），61 ～ 67 年度
で 81 炭鉱（閉山量 139 万トン）に約 7.4 億円が交付された（事業団編 1976：128）。保安方式によ







費用の特別加算額として 400 円／トンが上乗せされた。69 年には鉱害処理状況を加味して特別加
算額が増額改定され，北海道で 1,070 円／トン，九州（離島以外）で 1,720 円／トン，その他地域































　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 表 2　閉山に対する金銭的補償（1955 ～ 80 年度）
鉱業権者への補償 鉱業権者への補償 労働者への補償
旧方式 一般方式 新方式 保安方式 特閉方式 離職金 下請労働者離職金
時期 1956 ～ 63 年度 1962 年度～ 73 年 4 月 1973 年 5 月～ 1961 ～ 67 年度 1969 ～ 70 年度 1955 年 9 月～ 1975 年 2 月～

















































・65 年度まで特別加算額 400 円
・66 年度以降北海道 1,070 円・九
州 1,720 円・その他 1,220 円（た
だし再建交付金受領炭鉱は 270 円
減額）
・退職手当上限 1人 400 万円，期
末手当上限 1人 10 万円
・鉱害賠償債務は北海道 50 円・





















総額 9,930 百万円 131,405 百万円 19,788 百万円（～ 80 年度） 738 百万円 27,556 百万円 7,688 百万円（～ 80 年度） 52 百万円（～ 80 年度）
　注：総額と賃金・手当を除き，補償金額は過去 3年間の年平均石炭生産量 1トン当たり額。総額が原資料と表 1と
で異なる箇所があるが，そのままとした。旧方式の採掘権評価額は，たとえば実収可能炭量が年間生産量の 30














大 70％（労務債弁済に交付金の最大 20％，鉱害賠償債務の弁済に交付金の最大 50％を配分，以下
同様）がこれらの債務の優先弁済に充てられることになったが，66 年の最大 75％（50％，25％）
への改定を経て，69 年にその比率は最大約 80％（北海道の場合 80％，2％）へと上昇した。また，
上記から明らかなように当初は鉱害賠償債務の弁済のほうが労務債のそれよりも優先されていた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 表 2　閉山に対する金銭的補償（1955 ～ 80 年度）
鉱業権者への補償 鉱業権者への補償 労働者への補償
旧方式 一般方式 新方式 保安方式 特閉方式 離職金 下請労働者離職金
時期 1956 ～ 63 年度 1962 年度～ 73 年 4 月 1973 年 5 月～ 1961 ～ 67 年度 1969 ～ 70 年度 1955 年 9 月～ 1975 年 2 月～
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当・期末手当・解雇予告手当の合計額となる一方，鉱害賠償債務への配分額が 50 ～ 700 円／トン
へと改定された。他方，66 年には，上記以外のその他の債務について，弁済額の配分比率を優先













かつ閉山前に 3ヶ月以上就業していた労働者に対して平均賃金の 30 日分を事業団が給付する普通
離職金制度が設けられた。1962 年には退職手当額が 30 万円未満の中小炭鉱（年産 50 万トン以下）
の労働者が解雇された場合に，勤続年数に応じて 1.5 ～ 10 万円を支給する加算離職金制度が追加
された。さらに，75 年には閉山炭鉱の下請労働者も離職金を受け取れるように制度が改正された。
62 ～ 74 年度に新方式で閉山した炭鉱の労働者約 13 万人のうち，約 11 万人に総額約 46 億円の普























　　　勤続 1年未満の者　本人平均賃金の 90 日分
　　　〃満 1年以上 5年未満の者　〃 120 日分
　　　〃満 5年以上 10 年未満の者　〃 150 日分
　　　〃満 10 年以上 20 年未満の者　〃 180 日分
































66 年に閉山した三舟美唄炭鉱（中小）の労組は閉山処理費として 150 万円を支給された（18）。大手炭
鉱の事例では，73 年に閉山した三菱大夕張炭鉱において，閉山酒肴料として在籍人員に 1万円を
乗じた額，特別慰労金 1億 3千万円（坑内条件の急激な悪化による完全閉山の補償 9千万円，事態
収拾名目で 4千万円），組合や従業員への餞別金として 3,500 万円が労組へ一括支給された（19）。
　ただし，すべての炭鉱でこうした補償が行われたわけではなかった。茶志内炭鉱と同じ年に閉山
した上村炭鉱（中小）では，勤続年数比例の特別手当はなく，解雇予告手当のほかに，各労働者一






寄付金収入が前年度の 500 万円から 1,100 万円へと大幅に増加したこと（夕張市編 1981：507-
508）（23），総額 1億 6,350 万円を投じた大夕張炭鉱の炭鉱住宅跡地における園芸センターの建設が 74
年度に開始されたことから，これらの使途へ充当されたと推定される（24）。この事例は，閉山時に炭
鉱事業者から地域に対して金銭補償が行われたことを示しているが，当該期の他炭鉱では同様の事















（23）　71 年度と 74 年度の寄付金収入はそれぞれ 17 万円，80 万円であり，73 年度の寄付金収入は際立って大きい
（夕張市編 1981：507-508）。
（24）　夕張地区労働組合協議会「昭和 49 年政治局報告　夕張地区労政治局」1974 年（慶應義塾図書館日本石炭産業
























区分 金額・基準 区分 金額・基準 区分 金額・基準
特別
加給金
一律 4万円 一律 10 万円 一律 5万円










2年～ 3年 100 日分 5年～ 10 年 180 日分 5年～ 10 年 150 日分
3年～ 4年 110 日分 10 年～ 20 年 210 日分 10 年～ 20 年 180 日分
4年～ 5年 120 日分 20 年～ 25 年 240 日分 20 年～ 25 年 210 日分
5年～ 6年 130 日分 25 年以上 270 日分 25 年以上 240 日分
6年～ 7年 140 日分
7年～ 10 年 150 日分
10 年～ 20 年 180 日分






1人平均 15 万円 一律 130,500 円
年次有給
休暇残日数
法定外残日数 平均賃金相当額 法定外残日数 同左 法定外残日数 同左
法定内残日数 平均賃金の 70％ 法定内残日数 平均賃金相当額 法定内残日数 平均賃金の 70％
特別慰労金 年功別配分 1人平均 10 万円 労組へ一括 1億 3千万円
餞別金 一律 5万円 労組へ一括 3,500 万円














　通産省の調査結果を受け，労組は 6月 19 日に全山代議員大会を開催し，退職諸条件などの対置
要求を 100％獲得することを条件に，閉山反対闘争から閉山を前提とした条件闘争へ移行した（31）。
対策委は 23 日に労働者への金銭補償額の対置要求を策定し（表 3），提案された閉山日である 6月
末までのスケジュールと合わせて同日の労組臨時大会に提案した。質疑応答では，要求額や算定基







個別の退職諸条件の上積みは拒否する一方，特別慰労金などとして 1億 6,500 万円（33）を労組へ一括
支給する，という追加回答を提示した。これに対して，対策委側は，回答は対置要求のおおむね








（30）　空知支庁長「三菱大夕張炭鉱㈱大夕張鉱業所の閉山問題について」（第 2～ 4報）1973 年，北海道庁「㊙樫原













一致で可決した。全山投票は，組合員約 2千名中 1,840 名が参加し，会社提案の受諾 1,427 票，拒
否 389 票となり，会社提案の受諾が決定した（36）。
　大夕張炭鉱閉山の事例から，閉山に対する金銭補償の決定過程について，以下の点が指摘でき





のの，労組の対置要求額の 1人平均約 120 万円，そして協定額の 1人約 100 万円は，いずれも退職














　旧方式で閉山した 273 炭鉱のうち未払賃金を弁済したのは 70 炭鉱，退職手当を弁済したのは 28
炭鉱であった。上述したように，旧方式は労務債の優先的な弁済を保証しておらず，また買収され















定された 66 年度前後の中小炭鉱閉山の事例を検討しよう。まず，65 年 3 月に閉山した油谷芦別炭
鉱である。表 4は，同年 11 月に決定された同炭鉱の閉山交付金約 1億円の配分状況と弁済率（39）を
まとめたものである。交付金の 70％がまず労務債へ配分され，残余の 30％から事業団への未納付




















労務債（労働者） 73,691 306,151 24.1 内訳は注参照















一般債権者 4,997 ― ―
合計 105,273 ― ―
交付金額
105,273 千円
　注：―は不明。労務債は，未払賃金 21,385 千円，解雇予告手当 7,727 千円，有給休暇買上げ 4,579 千円，期末手当








閉山交付金は 1.2 億円であり，うち 75％の 9千万円が労務債の弁済に配分された。労務債の総額は
約 1.4 億円であったから，64％が弁済されたことになる。ただし，油谷芦別炭鉱と同様，優先して
弁済されたのは未払賃金であり，退職手当の弁済率は 40.3％にとどまった。そして，労務債分を差
し引いた 3千万円から事業団の未納付金などを差し引いた残額約 1,670 万円を優先債権（公租公課
































労務債 90,000 140,621 64.0 交付予定金額 120,000 千円の 75％。内訳は注参照
共益費用 13,346 13,346 100.0 事業団への未納納付金，国鉄運賃延納保証など
優先債権 9,160 119,645 7.7 交付金額の 25％を共益費用に配分した後，残額を優先債権
55％，一般債権 45％で配分一般債権 7,494 80,861 9.3
合計 120,000 354,473 33.9 交付予定金額 120,000 千円
　注：労務債は未払賃金 55,808 千円，退職金 84,813 千円。なお，藤田炭鉱は追加的な金銭的補償は協定されなかっ
た。弁済率は配分額を債権額で除して算出した。
出所：藤田石炭鉱業株式会社「整理促進交付金使途予定」1967 年，同「銀行借入金に対する整理促進交付金の使途
予定」1967 年，藤田石炭鉱業職員組合・藤田石炭鉱業労働組合「協定書」1967 年（以上 0-1/S/766）より作成。
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の約半年前の時点で約 73 億円（うち金融債務約 52 億円，一般債務約 8億円）にのぼった。閉山
2ヶ月前には債務額は約 87 億円に増加し，閉山時の退職手当総額は約 20 億円となった（44）。同炭鉱
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